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概要
○ 利用者の人権の擁護、虐待の防止等をより推進する観点から、全ての介護サービス事業者（居宅療養管理指導及

び特定福祉用具販売を除く。）について、虐待の発生又はその再発を防止するための措置（虐待の発生又はその再
発を防止するための委員会の開催、指針の整備、研修の実施、担当者を定めること）が講じられていない場合に、
基本報酬を減算する。その際、福祉用具貸与については、そのサービス提供の態様が他サービスと異なること等を
踏まえ、３年間の経過措置期間を設けることとする。 【告示改正】

〇 施設におけるストレス対策を含む高齢者虐待防止に向けた取組例を収集し、周知を図るほか、国の補助により都
道府県が実施している事業において、ハラスメント等のストレス対策に関する研修を実施できることや、同事業に
よる相談窓口について、高齢者本人とその家族だけでなく介護職員等も利用できることを明確化するなど、高齢者
虐待防止に向けた施策の充実を図る。

単位数
＜現行＞ ＜改定後＞

なし 高齢者虐待防止措置未実施減算 所定単位数の100分の1に相当する単位数を減算（新設）

【全サービス（居宅療養管理指導★、特定福祉用具販売★を除く）】

１.（６）① 高齢者虐待防止の推進①

算定要件等
○ 虐待の発生又はその再発を防止するための以下の措置が講じられていない場合（新設）

・ 虐待の防止のための対策を検討する委員会（テレビ電話装置等の活用可能）を定期的に開催するとともに、そ
の結果について、従業者に周知徹底を図ること。

・ 虐待の防止のための指針を整備すること。
・ 従業者に対し、虐待の防止のための研修を定期的に実施すること。
・ 上記措置を適切に実施するための担当者を置くこと。

※ 平成18年度に施設・居住系サービスに身体拘束廃止未実施減算を導入した際は、５単位/日減算であったが、各サービス毎
に基本サービス費や算定方式が異なることを踏まえ、定率で設定。なお、所定単位数から平均して７単位程度/（日・回）の
減算となる。
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１.（６）① 高齢者虐待防止の推進②

算定要件等

○ 全ての施設・事業所で虐待防止措置が適切に行われるよう、令和６年度中に小規模事業所等における取組事例を
周知するほか、介護サービス情報公表システムに登録すべき事項に虐待防止に関する取組状況を追加する。また、
指定権者に対して、集団指導等の機会等にて虐待防止措置の実施状況を把握し、未実施又は集団指導等に不参加の
事業者に対する集中的な指導を行うなど、高齢者虐待防止に向けた取組の強化を求めるとともに、都道府県別の体
制整備の状況を周知し、更なる取組を促す。

50

- 29 -



大高号外  

令和６年３月１５日  

 

短期入所生活介護 

小規模多機能型居宅介護 

認知症対応型共同生活介護    

特別養護老人ホーム      

 

                大田原市保健福祉部長 益 子 敦 子 

 

虐待を受けた高齢者の措置のために必要な居室の確保について（依頼） 

 

春分の候、ますますご健勝のこととお喜び申し上げます。 

 本市の高齢者福祉・介護保険事業につきましては、ご支援ご協力を賜り厚くお礼申し上げ

ます。 

 高齢者虐待の防止、高齢者の養護者に対する支援等に関する法律第９条第２項により、市

町村は、養護者による虐待を受けた高齢者について、老人福祉法第１０条の４及び第１１条

第１項の規定による、やむを得ない事由による措置を講ずることとされています。 

 つきましては、下記のとおり対応していただきたくお願い申し上げます。 

 

記 

 

１ やむを得ない事由による措置について 

 高齢者の生命や身体にかかわる危険性が高い場合や、放置しておくと重大な結果を招くお

それが予測される場合等他の方法では虐待の防止が期待できない場合や、高齢者を保護する

必要があると認められる場合には、市は、迅速かつ積極的に措置を実施することが規定され

ています。 

 

２ 緊急保護が必要な場合の居室の確保について 

老人福祉法第１０条の４及び第１１条第１項並びに大田原市高齢者虐待防止対策事業

実施要綱第１０条の規定に基づき、緊急保護が必要な場合は、居室の確保についてご協力

をお願いいたします。 

 

 

大田原市保健福祉部高齢者幸福課 

地域支援係  担当:田口、澁江、鈴木 

TEL 0287(23)8757 FAX 0287(23)4521 

管理者各位 
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虐待を受けた高齢者の措置のために必要な居室の確保について

やむを得ない事由による措置について
高齢者虐待の防止、高齢者の養護者に対する支援等に関する法律第９条第２項の

規定により高齢者の生命や身体にかかわる危険性が高い場合や、放置しておくと重
大な結果を招くおそれが予測される場合等他の方法では虐待の防止が期待できない
場合や、高齢者を保護する必要があると認められる場合には、市は、迅速かつ積極
的に措置を実施することが規定されています。

緊急保護が必要な場合の居室の確保について
老人福祉法第１０条の４及び第１１条第１項並びに大田原市高齢者虐待防止対策

事業実施要綱第１０条の規定に基づき、緊急保護が必要な場合は、居室の確保につ
いてご協力をお願いいたします。

短期入所生活介護、小規模多機能型居宅介護 
認知症対応型共同生活介護、特別養護老人ホーム 
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